
１． 学校法人の概要

１． 経営理念と経営目標

本学園は、 すべての教職員の教育、 研究及び社会貢献等の諸活動における 「行動基準」 として、 次

のとおり 「経営理念」 と 「経営日標」 を掲げています。

①経営理念

②経営目標

ｏ′〃／／

　

坊ｅｓ勉庇〃な ～

　

すべての学生生徒のために

情報・環境・モノづくり領域で教育研究力を発揮し、 広く社会に貢献する。

２． 経営計画

　

今日の学校経営を取り巻く厳しい環境の中で、 人材育成、 研究成果の還元等の様々な社会のニ←ズ

に対して主体的、 そして機動的に対応していくため、 平成１０年度以降、６次にわたるマスタープラン

（中期経営計画。 以下 「ＭＰ」 と記載） を策定してきました。 この計画に基づいて、 毎年、 教育改善や

就職支援強化、 研究高度化等に関わる多くのアクションプログラム （単年度行動計画。 以下 「ＡＰ」 と

記載） を策定・実行し、 実施結果を総括した上で次期に向けた課題を設定し、 一層の関係取組の実質

化・高度化に努め、 これまで、 各設置校、 学部・学科、 事務局等全体のＡＰは累計で３，７５０件に達して

います。 これらの取組によって、「経営理念」 や 「経営目標」 の具現化を図っています。

３． 第６次ＭＰの経営戦略（総合的目標）

　

現行計画である第６次 ＭＰ策定においては、 理事長から大学・短大学長、 高校校長及び法人・大学

事務局長へ諮問がなされ、「第５次計画を一段と発展・実質化させ、 更に計画実現性を向上させること

によって、 学園全体の 『質への転換』 を図ること」 をテーマに計画原案の策定に着手しました。

　

この諮問に沿って、 平成２４年６月、 第６次マスタープラン策定委員会を設け、 当経営計画の財政的

支援計画となる第 ３ 次中長期財政計画 （改訂） の議論を併行し、 理事長へ両計画原案を答申、 第 ２９９

回理事会 （平成２５年３月 ２２日） において承認・決定しています。 この第６次ＭＰにおいて、 基本戦

略を次のとおり定めています。

①学園のｉｍａ（今）；ｉｎあｒ１ｎａｔｉｏｎ＆ ｍｅｓｓａｇｅｆｒｏｍａｃａｄｅｍｉａを 伝 える 広報 ・募集 活動 に よっ て、 志願

　

者の増加と入学者の安定的確保を図る。（募集力強化）

②丁寧な教育とその成果に対する質保証を徹底し、 教育付加価値を向ヒさせる。（教育力発揮）

③情報・環境・モノづくりを中心とする領域で特色ある研究を展開し、 学園のステイタスアップ

　

を図る。（研究高度化）

④キャリア教育と就職支援を充実し、 学生生徒の満足度を向上させる。（就職力強化）

⑤財政基盤の安定化と組織の活性化によって、 計画実現を図る。（経営力強化）

以上の基本戦略に基づき、各設置校、学部・学科、事務局等が自主・自律的に単年度行動計画（ＡＰ）

を策定し、ＰＤＣＡ （Ｐ１ａｎ‐Ｄｏ‐Ｃｈｅｃｋ‐Ａｃｔｉｏｎ） サイクルによって、 計画実現性を高め、 継続的な

改革・改善と成果の拡大に努める。

（１）



４．経営と学校運営の体制

　

学校法人の理事会・評議員会に対しては、 私立学校法を始め私学関連諸法規によって、 自主性が尊

重されている一方で、 経営の主体的改善やその結果責任が強く求められています。

　

本学園では、 この趣旨に添って、 理事会の権限の明確化及び経営機能の強化を図り、 監査法人と監

事の連携強化等によって、 経営活動及び教育研究活動、 並びに財産状況のチェック機能等の充実を図

っています。 役員 （理事、 監事） には公的機関、 地元財界等から学識経験者や企業経営者を招いて、
豊富な経験や高い見識を結集しています。 また、 評議員には、 卒業生及び学生のご父母を招請し、 教

育ニーズを的確に把握して、 社会の要請に一層迅速・的確に応えることを日指しています。

　

なお、 当年度の理事会等の業務執行及び財務運営の監査においては、 後述 （４３

　

頁 「皿， 財務の概要

１． 監査手続」） のとおり、 経営及び財務管理は私立学校法、 私学振興助成法及び学校法人会計基準に

則して適正に行われていることが確認されました。

役員等区分 定

　

数 実

　

数 選任条項別実数＊ｌ

理

　

事 ９～ １３ １１ １号２名、２号１名、３号８名

監

　

事 ２～

　

３ ２

戸半蒔費′日、 １９～２７ ２４ １号４名、２号３名、３ 号３名、４号１４名

（１）役ロ等の状況 （平成２６ ・３月３１日

１号理事：学長・校長、２号理事：評議員、３号理事：学識経験者

１号評議員：学長・校長・教職員、 同２号：卒業生、 同３号：父母、 同４号：学識経験者

＊Ｉ

設置学部等 Ｈ２５年度 教職員数 Ｈ２６年度 教職員数

教育職員＊３ 前年比 事務職員 前年比 教育職員＊３ 前年比 事務職員 前年比雪
福岡工業大学＊２ １４６（２９．６） ▲

　

Ｉ １０６ ８ １４７（２９．２） １３９ ３３

工学部

情報ｔ学部

社会環境学部

６０（２７．７）

５６（３１．１）

３０（２５．２）

ヘノム

　　

ハ＝Ｖ

　　

ＩＩ

▲ ６１（２６．６）

５６（３１．６）

３０（２２．０）

Ｉ

０

０

福岡工業大学短期大学部 １５（２５．１） ▲

　

Ｉ ７ ０ １５（２６．９） ０ ９ ２

情報メディア学科

ビジネス情報学科

９（２９．１）

６（１９．２）

▲

　

Ｉ

０

９（３０．３）

６（２ー．７）

０

０

福岡工業大学附属城東高等学校 ８５（２３．１） ０ ６ ０ ８８（２３．０） ３ １５ ９

（合

　

計） ２４６（２７．１） ▲２ １１９ ８ ２５０（２６．９） ４ １６３ ４４

＊２大学教員には特任を含む

　

＊３（）内は教員一人当たり学生数

　

＊４派遣職員雇用形態変更による増加

（３）組 織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（平成 ２６年 ５月 １日現在）
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事
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経営企画室

監

　　

事

　　　

１顧

　　

問ｌ

　　　　　

顧

１評議員会

　

ｉ
学術支援機構

福岡工業大学

　　

ＦＤ推進機構

福岡工業大学短期大学部
福岡●－：業大学附属城東高等学校

（２）



５． 設置学部等、 学生・生徒数

（１）学部・学科等の構成

福岡工業大学 大学院

　

－

　

支美麗養も ．
工学部

情報工学部

電子情報工学科

生命環境科学科

知能機械工学科

電気工学科

情報工学科

　　

　

　　　　

　

　

　

　　　

情報通信工学科

　　　

情報システム工学科

　　　　　　

、、

　

ｒ

　

‐

　　　　

ｒ

　　

Ｊ

　

、、、、

　　　

、システムマネジメント学科

社会環境学部 －－ 社会環境学科

福岡工業大学短期大学部

　　　　　　　　

情報メディア学科、 ビジネス情報学科

福岡工業大学附属城東高等学校－ － 普通科、 電気科、 電子情報科

（２）学生・生徒数 （５月１日現在）

設置学部等 Ｈ２５年度 学生・生徒数 Ｈ２６年度 学生・生徒数

定 員 現 員
定

　

員

充足率

Ｈ２４

現員
前年
比較
定 員 現 員

定

　

員

充足率

前年

比較

福岡工業大学 ３，５２０ ４，３１８ １．２３ ４，４６１ ▲１４３ ３，５２０ ４，２９１ １，２２ ▲２７

工学部 １，３６０ １，６６１ １．２２ １，７４２ ▲８１ １，３６０ １，６２２ １，ー９ ▲３９

電子情報ムー二学科 ３２０ ３８０ １．１９ ３８６ ▲６ ３２０ ３７７ １，１８ ▲３

生命環境科学科 ３２０ ４０９ １，２８ ４２６ ▲１７ ３２０ ３８７ １，２１ ▲２２

知能機械工学科 ４００ ４９１ １．２３ ５２０ ▲２９ ４００ ４７６ １，１９ ▲１５

電気工学科 ３２０ ３８１ １．１９ ４１０ ▲２９ ３２０ ３８２ １，１９

情報・１：学部 １，３６０ １，７４４ １．２８ １，７７２ ▲２８ １，３６０ １，７７１ １，３０ ２７

情報工学科 ４８０ ５９４ １．２４ ６０８ ▲１４ ４８０ ６１３ １，２８

１，３２

１９

情報通信工学科 ３２０ ４１４ １．２９ ４１３ Ｉ ３２０ ４２１ ７

情報システム工学科 ３２０ ４１８ １．３１ ４２９ ▲１１ ３２０ ４１７ １，３０ ▲

　

Ｉ

システムマネジメント学科 ２４０ ３１８ １．３３ ３２２ ▲４ ２４０ ３２０ １．３３ ２

社会環境学部・社会環境学科 ６６０ ７５５ １．１４ ７７９ ▲２４ ６６０ ７５６ １．１５ Ｉ

工学研究科（修士） １１６ １２８ １・ｌｏ １３８ ▲

　

ｌｏ １１６ １１８ １．０２ ▲ｌｏ

工学研究科（博士） １２ １９ １．５８ １７ ２ １２ １３ １．０８ ▲６

社会環境学研究科（修士） １２ １１ ０．９２ １３ ▲２ １２ １１ ０．９２ ０

福岡工業大学短期大学部 ３２０ ３７７ １．１８ ３５０ ２７ ３２０ ４０３ １．２６ ２６

情報メディア学科 ２１０ ２６２ １．２５ ２４０ ２２ ２１０ ２７３ １．３０ １１

ビジネス情報学科 １１０ １１５ １．０５ １１０ ５ １１０ １３０ １．１８ １５

福岡工業大学附属城東高等学校 １，６５０ １，９６７ １．１９ １，９５７ ｌｏ １，６５０ ２，０２４ １．２３ ５７

（合

　

計） ５，４９０ ６，６６２ １．２１ ６，７６８ ▲１０６ ５〉４９０ ６，７１８ １．２２ ５６

（３）



６ 学部・学科等設置、組織変更等

平成２５年４月

　　　　

「改革推進室」 を 「経営企画室」 に改称

（第６次ＭＰの計画性とその実現性向上を趣旨）

平成２５年４月

　　　　

「国際交流支援室」 を 「国際戦略家」 に改称

（国の成長戦略 （グローバル化政策） への適応を趣旨）

平成２６年４月

　　　　

「先端技術地域連携センター」 を設置

（研究成果を地域社会へ還元することを趣旨）

平成２６年４月

　　　　

「大学・地域連携推進室」 を設置

（大学の外部連携によって地域発展に貢献することを趣旨）

７． 学校法人の沿革

（１）沿 革

年

　

月 学校、 学部等の開設、 名称変更等

　　　　　　　　　　　　

、

昭和２９年 ４月 福岡高等無線電信学校創設

昭和３３年 ４月 学校法人福岡電波学園福岡電波高等学校開設

昭和３５年 ４月 福岡電子工業短期大学開設

昭和３８年 ４月 福岡電波学園電子工業大学開学、同工学部開設

昭和４１年 ４月 大学名称を「福岡工業大学」に変更、 短期大学名称を「福岡工業短期大学」に変更

昭和４８年 ９月 法人の名称を 「学校法人福岡工業大学」 に変更

昭和４９年 ８月 高校の名称を「福岡工業大学付属高等学校」に変更

平成５年 ４月 大学院工学研究科（修士課程）開設

平成９年４月 大学に情報工学部を開設

平成１１年 ４月 大学院工学研究科（博士後期課程）開設

平成１３年 ４月 大学に社会環境学部を開設

高校の名称を「福岡工業大学附属城東高等学校」に変更

平成１４年 ４月 短期大学の名称を「福間工業大学短期大学部」に変更

平成１７年 ４月 短期大学部電子情報システム学科を情報メディア学科に、ＯＡ 情報システム学

科をビジネス情報学科に名称変更

平成１９年 ４月 大学院社会環境学研究科（修士課程）開設

平成２１年 ４月 大学院工学研究科（修上課程）「機能材料工学専攻」を「生命環境科学専攻」に改組

年

　

月

　　　　　　　　　　　　　　　

学校、 学部等の開設、 名称変更等

（２）校舎等施設の竣工

年

　

月 施設・設備等の名称、用途等

昭和６１年

　

６月 本部棟竣工 （法人本部・事務局、 図書館、 エクステンションセンターなど）

附属高校体育館竣工（武道場を含む）

昭和６１年

　

７月 附属高校校舎竣工

大学クラブハウス竣工

昭和６３年

　

３月 新宮総合グラウンド竣工 （野球場、 ラグビー・サッカー場）

平成３年 １月 ー号館 （現Ｃ棟） 竣工 （情報Ｌ：学部、 学生ホールなど）

平成５年 ３月 女子寮 （コスモス寮） 竣工

（４）



（５）

平成１１年 ２月 α棟竣工（モノづくりセンター、キャリアサポー トセンター、多日的ホールなど）

平成１２年１０月 ＦＩＴアリ」ナ竣工 （多目的ホ←ル糸体育館、 トレーニングセンター）

附属高校課タト教育施設（Ｂ２新棟）竣工

平成１３年 ２月 Ａ棟竣工 （工学部、 社会環境学部など）

平成１５年１０月 新学生寮（坦心寮）竣工

平成１６年 １月 Ｂ 棟竣工 （′情報工学部、 短期大学部、 情報処理センター、 研究所、 学生サービ

スセンターなど）

平成１６年３月 附属高校セミナ」ハウス （上善荘） 竣工

平成１６年 ７月 Ｄ棟竣工 （」二学部、 情報工学部、 工作センターなど）

平成１６年 ８月 大学高電圧実験棟、車庫棟、駐輪場竣工

平成２１年 １月 附属高校校舎内外装全面改修・増築（生徒数増加に伴う教室増など）

平成２３年 ３月 ＦＩＴホール竣工 （多日的ホールなど）

運動場用地取得 （福岡‐市塩浜約１万坪）

平成２４年 ３月 塩浜総合グラウンド竣工 （野球場、 室内練習場、 多目的グラウンドなど）

平成２４年 ４月 ＦＩＴトレーニング棟竣工

ＦＩＴセミナーハウス土地・建物取得 （大分県由布市湯布院町）

平成２４年 ８月 ＦＩＴセミナーハウス竣工

平成２４年１２月 ＦＩＴセミナーハウス隣地

　

Ｃ駐車場用地、３，６９５ｍ）取得

平成２６年２月 Ｄ棟南側隣地 （駐輪・駐車場用地、６８４請） の取得


